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留萌市における独自削減提案に対する留萌市労連への激励の取り組みのお礼
　2009当初予算闘争の取り組みに、心から敬意を表します。

留萌市においては、市立病院の不良債務が35億円にも及び、自治体財政健全化法によって「財政再生団体転落」の危機にあるため、その回避に向けた議論を継続してきたところです。昨年度においては、新たな経営健全化計画の策定など、市当局における十分な説明責任が果たされなかったことから継続協議となり、09年度に向けて10月に労使交渉が再開されておりました。提案内容は、①給料20％削減（平成21年度から７年間）、②給与構造改革に伴う現給保障の廃止と住居手当の国公準拠（持家）、③旅費（日当）の見直し、またその他、民間委託・指定管理者導入など多岐にわたる内容となっており、留萌市労連では１月13日に１時間スト戦術を配置して断続的に交渉を進めていましたが、厳しい市の財政事情を背景にした提案となっていることから、交渉は極めて緊迫した状況となっていました。

　現地においては、年末・年始もなく職場対策に追われ、特に病院職場の組合員の動揺が強く、また、管内の拠点病院としての役割を継続できるかどうかの瀬戸際の攻防が続いていたことから、道本部は1月８・９日に行った2009国民春闘討論集会において交渉の最終局面を迎える当該単組への激布行動を取り組んでいただいたところです。

　１月９日に100人を超える組合員が参加して行った最終交渉では、この間留萌市労連が要求していた①一律の20％削減ではなく責任の重い管理職や若年層職員の負担のあり方について労使協議を継続すること、②現給保証廃止とあわせて大きな削減となる組合員への改善措置を今後も前向きな労使協議すること、③地域医療を担う看護師確保に向けた具体的な方策を講じること―などの要求項目に対して、当局からすべての要求事項について承諾するとの回答がされ、特に③の看護師確保対策については一般会計において2,500万円の予算を措置すると、具体の数字が出されました。

　このため、留萌市労連としては厳しい削減の内容ではあるものの、若年層対策や現給保障に関する措置への協議が確認され、また、看護師対策について一定の数字が出されたことから、地域医療を守り、留萌市を財政再生団体に転落させないための苦渋の選択として“20％の給与削減提案にのみ、１月臨時議会への条例提案はやむなし”と判断し、今後、今回の交渉で確認されたさまざまな対策措置の獲得に全力を上げることとしています。

　道本部としては、各単組の留萌市労連に対する激励の取り組みにあらためて感謝するとともに、引き続く当初予算闘争・春闘のたたかいに各地方本部、単組、総支部と連携を強めながら全力を上げて取り組んでいきます。
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